
5

地域の抱える「人と農地の問題」の解決策を話し合いたい

お問い合わせ先 ・最寄りの市町村、農業委員会、都道府県
・農林水産省担当課：経営局経営政策課地域計画グループ （TEL：03-6744-1760）

対象となる方

支援内容

特徴

１

地域計画が策定された地区又は地域計画のうち目標地図に位置付けられた経営体につきましては、
以下のような支援が受けられます

「人と農地の問題」の解決

【事業名：地域計画策定推進緊急対策事業】

地域の農業の在り方や農地利用の姿を明確化する地域計画の策定を支援します。

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

市町村、農業委員会、都道府県

地域の農業者の話合いに基づき、地域が目指すべき将来の農地利用の姿等を明確化する地域計
画の策定に必要な取組を支援（補助率：定額）
市町村等が、地域計画の策定に向けて行う、集落・地域における農業者等の話合いや専門家等の派遣等に
かかる取組を支援します。

集落や地域において、 ①協議の場の設置に係る調整、②協議の実施・取りまとめ、③目標地図素案の作成、④地域計
画の策定や周知・フォローアップ等の取組を支援します。

◆農地利用効率化等支援交付金 29番 51ページへ
→ 地域が目指すべき将来の集約化に重点を置いた農地利用の姿の実現に向けて、経営改善に取り組む場合、必要な
農業用機械・施設の導入を支援します。

◆強い農業づくり総合支援交付金（産地基幹施設等支援タイプ）
31番 53ページへ

→ 集出荷貯蔵施設や冷凍野菜の加工・貯蔵施設等の産地の基幹施設の整備等や産地の集出荷、処理加工体制
の合理化に必要な産地基幹施設等の再編等を支援します。

◆農地耕作条件改善事業 4番 15ページへ
→ 農地中間管理機構による担い手への農地集積等に向けて、地域の多様なニーズに応じたきめ細やかな耕作条件の
改善、高収益作物への転換や営農定着、麦・大豆の増産に必要な取組等をハードとソフトを組み合わせて支援します。
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お問い合わせ先 ・最寄りの市町村、都道府県、地方農政局または、

農地中間管理機構ホットライン （TEL：03-6744-2151）

対象となる方

２

「人と農地の問題」の解決

【事業名：農地中間管理事業】

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

目標地図に基づき、農地の集積・集約化を進めたい

地域の協議の場で、誰がどの農地を利用していくのか等を明確にした「目標地図」を作成
します。農地中間管理機構は目標地図を実現するために、農地の集積・集約化を行い
ます。

農地中間管理機構に貸し付けた農地は、貸付期間終了後に必ず返却されます。期間満了後に再度貸付け
を行うことも可能です。

農地中間管理機構の仕組み

貸付

公的機関だから
安心して貸せます。

目標地図に即した
農地の集積・集約化

ニーズに合わせて、
まとまった使いやすい
農地が借りられます。

特徴

都道府県
農地中間管理機構
(都道府県の第3セクター)

農地を
借りたい方

支援内容

農業者等（農地を貸したい方、農地を借りたい方）

目標地図の達成に資するよう、農地中間管理機構
は、出し手農家から農地を借り受け、必要に応じて条
件整備などを行い、担い手がまとまりのある形で農地を
利用できるよう配慮して、貸付けを行います。

農地中間管理機構には、以下の関連対策があります。

地域内の分散・
錯綜した農地利用

担い手ごとに集約化
した農地利用

農地を
貸したい方

◆農地耕作条件改善事業 4番 15ページへ
→ 農地中間管理機構による担い手への農地集積等に向けて、地域の多様なニーズに応じたきめ細やかな
耕作条件の改善、高収益作物への転換や営農定着、麦大豆の増産に必要な取組等をハードとソフトを組み
合わせて支援

5番 16ページへ◆農地中間管理機構関連農地整備事業
→ 農地中間管理機構が借り入れている農地等で、農業者の申請・同意・費用負担によらず、都道府県が行う基
盤整備を支援

貸付
（転貸）

◆持続的生産強化対策事業のうち
○果樹農業生産力増強総合対策
→ 労働生産性の向上が見込まれる省力樹形や優良品目・品種への改植等に対する支援

43番 72ページへ

49番 79ページへ○茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進
→ 新型コロナウイルス感染症拡大などで変化するニーズに対応した高品質生産、産地の規模拡大、持続可能な生
産体制の構築に向けた担い手の育成などのため、生産体制の強化、国内外の需要の創出などの取組を支援

◆機構集積協力金交付事業 ２番 ７ページへ
→ 農地中間管理機構を活用して、農地集積・集約化に取り組む地域や、農地の出し手を支援

◆遊休農地解消緊急対策事業 ３番 14ページへ
→ 農地中間管理機構が遊休農地を借り受け、簡易な整備を行った上で、担い手に農地集積・集約化する取組
を支援
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「人と農地の問題」の解決

【事業名：機構集積協力金】

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

農地中間管理機構（農地バンク）を活用して、農地集積・集約化に取り組む地域や、
農地の出し手の皆さんを支援します。

１．地域に対する支援（地域タイプ）

※ 令和５年度限りの事業となります。

２．個々の出し手に対する支援（経営転換協力金）
以下の農業者等が機構に農地を貸し付ける場合に協力金を交付します。
・ 経営転換する農業者
・ リタイアする農業者 等

（１）地域集積協力金

（２）集約化奨励金

まとまった農地を農地バンクに貸し付けた地域に協力金を交付します。

農地バンクの再配分等により、農地の集約化に取り組む地域に奨励金を交付します。

交付単価 上限額
1.0万円/10a 25万円/1戸

機構の活用率
交付単価

一般地域 中山間地域
区分１ 20％超40％以下 ４％超15％以下 1.0万円/10a
区分２ 40％超70％以下 15％超30％以下 1.6万円/10a
区分３ 70％超80％以下 30％超50％以下 2.2万円/10a
区分４ 80％超 50％超80％以下 2.8万円/10a
区分５ 80％超 3.4万円/10ａ

交付単価
区分１ 1.0万円/10a
区分２ 3.0万円/10a

※ 機構の活用率は、対象地域の農地面積に
占める機構への貸付等総面積の割合。

※ 地域タイプと一体的に取り組む場合についてのみ交付対象。

地域計画の策定地域等において、農地バンクを活用して農地集積・集約化に取り組む地域を支援します。
交付金の使途は、地域の話合いにより自ら決めることができ、受け手の支援にも活用できます。

以下のいずれかを満たすことが必要です。
① 交付対象農地の１割以上が新たに担い手に集積されること。
② 地域の農地面積に占める同一の耕作者が耕作する1ha以上（中山間地域及び樹園地について
は0.5ha以上、北海道にあっては6ha以上）の団地面積の割合が10ポイント以上増加すること。

区分１の地域においては、機構への貸付総面積及び機構の農作業委託総面積に占める１ha以上（中
山間地域にあっては0.5ha以上）の団地面積が10％以上であることの要件も満たすことが必要です。

（交付要件）
次のいずれかを満たすことが必要です。
・ 地域の農地面積に占める同一の耕作者が耕作する１ha以上（中山間地域
及び樹園地については0.5ha以上、北海道にあっては６ha以上）の団地面積
の割合が10ポイント【区分１】又は20ポイント【区分２】以上増加すること

（交付要件）
農地を10年以上機構に貸し付けること 等

・ 既に同一の耕作者が耕作する１ha以上の団地面積の割合が30％以上の
地域において、同一の耕作者が耕作する１団地当たりの平均農地面積が1.5
倍以上【区分２】となること

※ 中山間地域の活用率要件を大幅に緩和し、
中山間地域での取組を重点的に支援します。

※ 農地バンクを通じた農作業受託に
取り組む場合は、1/2の交付単価に
なります。

※ 農地バンクを通じた農作業委託に取り組む
場合は、1/2の交付単価になります。

支援内容

お問い合わせ先
・最寄りの市町村・農業委員会、都道府県、農地中間管理機構、地方農政局
・農林水産省担当課：

経営局農地政策課農地集積・集約化促進室（TEL：03-3591-1389）

（交付要件）
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荒廃農地を活用したい３

「人と農地の問題」の解決

◆多面的機能支払交付金 63番 114ページへ
→ 地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動
を支援

◆中山間地域等直接支払交付金 63番 113ページへ
→ 中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正することにより、将来に向けて農業生産活動を維持する
ための活動を支援

◆農地耕作条件改善事業 5番 16ページへ
→ 農地中間管理機構による担い手への農地集積等に向けて、地域の多様なニーズに応じたきめ細やかな
耕作条件の改善、高収益作物への転換や営農定着、麦大豆の増産に必要な取組等をハードとソフトを組
み合わせて支援

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

【事業名：多面的機能支払交付金、中山間地域等直接支払交付金】
①地域・集落の共同活動による荒廃農地の発生防止・解消の取組を支援します。

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

【事業名：農地耕作条件改善事業】
②簡易な基盤整備等と併せて荒廃農地の発生防止・解消を支援します。
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「人と農地の問題」の解決

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

【事業名：農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策のうち
定住促進・交流対策型、農福連携型）】

③既存の畑地生産基盤に対する補完的又は追加的な整備と併せて荒廃農地の
発生防止・解消を支援します。

◆農山漁村発イノベーション対策（農福連携型） 10番 30ページへ
→ 農福連携の一層の推進に向け、障害者等の農林水産業に関する技術習得、障害者等に農業体験を提供す

るユニバーサル農園の開設、障害者等が作業に携わる生産・加工・販売施設の整備を支援

◆農山漁村発イノベーション対策（定住促進・交流対策型） 58番 99ページへ
→ 農山漁村における定住・交流の促進、農業者の所得向上や雇用の増大を図るための活性化計画の実現に

向けて、農産物加工・販売施設、地域間交流拠点等の整備を支援
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「人と農地の問題」の解決

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

【事業名：農地中間管理機構関連農地整備事業、中山間地域農業農村総合整備事業、
農業競争力強化農地整備事業、農山漁村地域整備交付金（農地整備事業）】

⑤農地整備等と併せて荒廃農地の発生防止・解消を支援します。

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

【事業名：畜産生産力・生産体制強化対策事業のうち
放牧活用型持続的畜産生産推進】

④放牧を活用して荒廃農地の発生防止・解消を支援します。

対象となる方

支援内容

特徴

生産者集団等

１ 放牧利用推進（補助率：定額）
専門家による現地指導、放牧理解醸成の取組、横展開を推進するパンフレットの作成等を支援します。

１．放牧頭数、放牧面積などの目標を設定した放牧利用推進計画を策定すること。
２．事業の実施により、新たに放牧を開始するか放牧の拡大が見込まれる計画であること。

・最寄りの地方農政局等畜産担当課
・農林水産省担当課：畜産局飼料課飼料生産計画班（TEL：03-3502-5993）

お問い合わせ先

２ 放牧牛導入推進（補助率：1/2以内）
放牧に必要な肉用繁殖雌牛の導入を支援します。

（補助上限 妊娠牛：27.5万円/頭、育成牛：17.5万円/頭、自家保留牛：4万円/頭）
３ 放牧条件整備（補助率：1/2以内）

放牧実施に必要な電気牧柵、高張力線等の資材、給水設備、アブ誘引装置、簡易牛舎用の資材購入、放牧管理の省
力化機器（GPSによる放牧牛の位置確認等）の導入、放牧地の簡易な整備（土壌分析、種子など）等を支援します。

◆農業競争力強化農地整備事業 5番 16ページへ
→ 農地中間管理機構等による担い手への農地集積・集約化や、生産効率の向上、農業の高付加価値化等を
を図る農地の大区画化や汎用化など、農地の整備を推進

◆農地中間管理機構関連農地整備事業 5番 16ページへ
→ 農地中間管理機構が借り入れている農地等について、農業者の申請・同意・費用負担によらず、都道府県が
実施する基盤整備を推進
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「人と農地の問題」の解決

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

１ 中山間地域農業農村総合整備事業（補助率：55%等）

２ 農山漁村地域整備交付金（農地整備事業）（補助率：1/2等）

対象となる方

支援内容

特徴

１、２ 都道府県、市町村等

地域の収益力向上等により、中山間地域の特色を活かした営農の確立を支援するため、農業生産を支える水路やほ場等
の基盤整備と、生産・販売施設等の整備を一体的に実施

１ 総合計画を作成し、事業計画区域の農地面積に対して、総合整備事業の受益地となる生産区域の農地面積の
割合が、おおむね７割程度は確保できる見通しのあること
２ 担い手農地集積率が一定以上増加すること（経営体育成型）又は耕作放棄地率が6%以上あること（耕作放
棄地型）

お問い合わせ先

効率的かつ安定的な農業経営を確保するため、地域農業の展開方向、生産基盤の状況等を勘案し、必要な生産基盤及
び営農環境の整備と経営体の育成・支援を一体的に実施

・最寄りの市町村、都道府県
・農林水産省担当課：１ 農村振興局地域整備課集落基盤整備再編班（TEL：03-6744-2200）

２ 農村振興局地域整備課農村整備企画班（TEL：03-6744-2200）

【事業名：水利施設整備事業、畑地帯総合整備事業
農山漁村地域整備交付金（水利施設等整備事業）】

⑥農業用用排水施設整備と併せて荒廃農地の発生防止・解消を支援します。

◆水利施設整備事業 5番 16ページへ
→ 農業水利施設の適切な更新・長寿命化対策に加え、パイプライン化・ICT化等により水利用の高度
化、水管理の省力化を図ります。

◆畑地帯総合整備事業 5番 16ページへ
→ 畑地のかんがい施設整備や区画整理、水田地帯における高収益作物を導入した営農体系への転
換のための畑地化・汎用化など、畑地・樹園地の高機能化を推進します。
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「人と農地の問題」の解決

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

対象となる方

支援内容

特徴

都道府県

水田及び畑地帯における基幹的な農業用用排水施設の整備等を支援

農業生産基盤整備事業（農業用用排水施設整備事業、農道整備事業、区画整理事業）と併せて一体的に実施す
る必要がある。

お問い合わせ先

１ 農山漁村地域整備交付金（水利施設等整備事業）（補助率：1/2等）

・最寄りの市町村、都道府県
・農林水産省担当課：農村振興局水資源課水利施設強靱化班（TEL：03-3502-6246）

対象となる方

支援内容

特徴

都道府県、市町村

農村集落及びその周辺地域において、農業農村の活性化を図ることを目的として、農業生産基盤と農村生活環境等
の整備に加え、中山間地域における耕作放棄地対策を総合的に支援

中山間地域総合整備型は、農業生産基盤整備事業及び農村生活環境整備事業と併せて一体的に実施する必要が
ある。

お問い合わせ先

１ 農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）（補助率：1/2等）

・最寄りの市町村、都道府県
・農林水産省担当課：農村振興局地域整備課集落基盤整備再編班（TEL：03-6744-2200）

【事業名：農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】

⑦荒廃農地を解消して公共施設用地や市民農園等を整備する取組を支援します。
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・対象となる地域は中山間地域等における複数集落
・事業実施は、２年以上５年以内
・農用地の粗放的利用の取組（放牧、 蜜源作物、省力作物、景観作物等の作付け、緩衝帯整備、計画的な植林など）
を１つ以上行うこと

「人と農地の問題」の解決

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

【事業名：農山漁村振興交付金（最適土地利用総合対策）】

⑧中山間地域等における農用地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な土地
利用構想の策定、基盤整備等の条件整備、鳥獣被害防止対策、粗放的な土地利
用等を総合的に支援します。

個人

対象となる方

都道府県、市町村、農業委員会、農業協同組合、土地改良区、地域協議会、地域運営組織、農地中間管理機構

支援内容

特徴

お問い合わせ先 ・最寄りの農政局、都道府県、市町村
・農林水産省担当課：農村振興局地域振興課荒廃農地活用推進班 （TEL：03-6744-2665）

○最適土地利用総合対策（補助率：定額、5.5/10等）
地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的利用を行う農地等を区分し、実証的な取組を行いつつ、

土地利用構想図を作成し、その実現に必要な農用地保全のための活動経費、基盤整備や施設整備費等を支援

Step ２

地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的な利用を行う農地等を
区分し、実証的な取組を実施

【地域ぐるみでの話合い】

【土地利用構想の概定】
【農用地保全の実証的な取組】

Step １

長大法面の芝生化 放牧

土地利用構想を策定し、農用地保全のための条件整備や各種取組を選択・実施

【農用地保全に資する
基盤整備】

【粗放的利用のための
条件整備】

【農業用ハウスの整備】
伐根・整地 水路の補修・整備

【鳥獣緩衝帯】【蜜源作物の作付け】 【計画的な植林】

粗放的な利用による
農業生産
上限10,000円/10a/年

農業生産の再開が容易な土地利用等
上限5,000円/10a/年

省力化機械の導入

農
用
地
保
全
の
た
め
の
多
様
な
取
組
を
総
合
的
に
支
援

【先進地視察】 【体制整備】

【土地利用構想の策定】

Step 2

▶ ② 農用地保全のための基盤整備、
農業環境整備（農業用ハウス、簡易
トイレ等）： ハード定率

（5.5/10等 上限2,000万円/年）

▶ ③粗放的利用支援
ソフト：上限10,000円/10a

又は 上限5,000円/10a
※ 営農定着のための支援として

最大３年間

【農用地保全等推進員の措置】
多様な農用地の活用にあたり、
技術や知識を有する者が
各種取組をコーディネート

（ソフト：上限250万円/年）
※ 活性化計画を作成、

又は作成することが
確実である場合。

Step 1

３年以内に
地域における土地利用構想を策定

▶ ①ソフト：上限 1,000万円/年
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「人と農地の問題」の解決

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

【事業名：遊休農地解消緊急対策事業】

⑨農地バンクが遊休農地を解消し、担い手に集積・集約化する取り組みを支援します。

対象となる方
農地中間管理機構
遊休農地の所有者（農地バンクが遊休農地を解消します）
農業者等（農地バンクから解消した遊休農地を借りることができます）

支援内容

１ 遊休農地解消緊急対策事業（補助率：定額等）
農地バンクが遊休農地を借り受け、簡易な整備を行った上で、担い手に農地集積・集約化する取組を支援します。

特徴

お問い合わせ先

・最寄りの農政局、農地中間管理機構
・農林水産省担当課：農地政策課農地集積・集約化促進室 （TEL：03-3591-1389）

＜対象となる遊休農地のイメージ＞

農
地
バ
ン
ク
が

遊
休
農
地
を
解
消
し
、

農
業
者
に
貸
付
け

交付単価：10a当たり43,000円（上限）

補助対象経費：遊休農地の解消に要する、以下の簡易な整備に係る経費を支援します。

① 草刈り ② 除礫 ③ 抜根 (※) ④耕起・整地 ⑤その他必要と認められる経費
※ 農業生産を目的に新植・改植された樹木の抜根は除きます。

交付対象農地：農用地区域内農地のうち簡易な整備で解消可能な遊休農地

交付要件：遊休農地の所有者は10年以上、使用貸借によって農地バンクに農地を貸し付けること

遊休農地の
所有者 農地バンク 農業者等

貸付け

10年間
使用貸借

貸付け

遊休農地の解消

＜事業の流れ＞
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「人と農地の問題」の解決

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

４ 耕作条件を改善したい

【事業名：農地耕作条件改善事業】

農地中間管理機構による担い手への農地集積等に向けて、地域の多様なニーズに応じ
たきめ細やかな耕作条件の改善、高収益作物への転換や営農定着、麦大豆の増産に必
要な取組等をハードとソフトを組み合わせて支援します。

６ 土地利用調整型 多様で持続的かつ計画的な農地利用のためのゾーニングに必要な交換分合や基盤整備を支援
○定額助成：権利関係・農家意向等の調査・調整、実施計画策定等、交換分合
◯定率助成：作業用道、用排水路等の整備、粗放的な農地利用に必要となる用地整備
【実施要件】 １の実施要件に加え、地域の農地区分等を記載した土地利用調整計画の策定 等

５ 水田貯留機能向上型 水田の貯留機能の向上に向けた整備及び調整経費を支援
○定額助成：畦畔の更新及び排水桝の設置、「田んぼダム」実施に向けた調整経費
【実施要件】 １の実施要件に加え、水田の持つ雨水貯留機能を高める「田んぼダム」に取り組む地域であること 等

４ 病害虫対策型 病害虫の発生予防やまん延防止に向けた対策を支援
○定額助成：反転耕、混層耕、堆肥施用、明渠排水
【実施要件】 １の実施要件に加え、植物防疫法に基づく発生予察情報にて、警報・注意報・特殊報の発表された地域で
あること

３ スマート農業導入推進型 スマート農業に必要なGNSS基地局の設置等の基盤整備等を支援
○定率助成：ＧＮＳＳ基地局の設置、農業用トラクタへの自動操舵システム導入 等
【実施要件】 １の実施要件に加え、スマート農業に適した基盤が整備された農地（大区画化等）であること 等

２ ⾼収益作物転換型 １と併せて高収益作物への転換に向けたソフト事業を支援
○定額助成：技術の習得、人材育成、試験販売、新植・改植及び幼木管理支援 等 （上限300万円〜／年）
○定率助成：高付加価値農業施設の設置、高収益作物の実証展⽰ほ場の設置、導入１年目の種子・肥料、機械リース、

高収益作物への転換率に応じた農家負担軽減のための支援 等
【実施要件】 １の実施要件に加え、受益農地の１/４以上を新たに高収益作物に転換 等

お問い合わせ先
・最寄りの農政局、都道府県、市町村
・農林水産省担当課：

農村振興局農地資源課経営体育成基盤整備推進室（TEL：03-3502-6277）

対象となる方

支援内容 地域のニーズに応じて、以下の6つの型により支援します。

地域計画の策定区域等で事業実施主体が計画する整備区域内の農業者 等
（事業実施主体）農地中間管理機構、都道府県、市町村、土地改良区、農業協同組合 等

特 徴
○ 事業実施年度に入ってからの採択申請が可能（複数回受付）
○ 必要なハードとソフトを組み合わせて、最大５年（ハードは最大３年）

１ 地域内農地集積型 きめ細やかな整備とともに、農地中間管理機構による地域内の担い手への農地集積を支援
ハード事業
○定額助成（面積当り等の単価で助成：区画拡大、暗渠排水、用排水路、湧水処理、末端畑かん施設、客土、除れき 等
○定率助成（整備費の１/２を助成）： 区画整理、暗渠排水、用排水施設、土層改良、農地造成、農作業道 等
ソフト事業
○定額助成：直播栽培、ICTを活用したほ場整備等の先進的省力化技術の導入（上限300万円／年）
○定率助成：自動給水栓やカバープランツ等の管理省力化支援、情報化施工の活用 等
【実施要件】 事業費200万円以上、農業者２者以上 等
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「人と農地の問題」の解決

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

基盤整備に係る事業費を補助することにより、事業の実施を支援します。
【事業名：農業競争力強化農地整備事業、農地中間管理機構関連農地整備事業、 水利施設整備事業、
畑地帯総合整備事業、農地耕作条件改善事業、農業水路等長寿命化・防災減災事業、農業基盤整備促進
事業、農山漁村地域整備交付金、中山間地域農業農村総合整備事業、農山漁村振興交付金（情報通信
環境整備対策、農山漁村発イノベーション対策のうち定住促進・交流対策型）】

(主な特徴）
●農地の集積・集約化率に応じて、受益者の負担軽減が可能
●農地中間管理機構が借り入れている一定規模以上の農地等では、受益者負担なしで整備が可能

●畦畔除去等の簡易な整備も支援

整備前 整備後

畦畔除去

暗渠排水

土層改良

１．農地の整備に係る支援（国の補助率：１/２等）

対象となる方

事業実施主体が計画する整備区域内の農業者等（事業実施主体：都道府県、市町村、土地改良区等）

主な支援内容

農地の大区画化や排水対策等により、生産コストの削減や農業の高付加価値化を支援。

農道整備

5 基盤整備を行いたい
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「人と農地の問題」の解決

・最寄りの農政局、都道府県、市町村
・農林水産省担当課：
農地整備：農村振興局農地資源課経営体育成基盤整備推進室（TEL：03-6744-2208）
農業水利施設整備：農村振興局水資源課水利施設強靱化班（TEL：03-3502-6246）
情報通信整備：農村振興局地域整備課集落基盤整備再編班、

農村資源利活用推進班（TEL：03-6744-2209）

３．情報通信環境の整備に係る支援（国の補助率︓１/２等）

お問い合わせ先

２．農業水利施設等の整備に係る支援（国の補助率︓１/２等）

自動給水栓

パイプライン化

水利用の効率化・水管理の
省力化に向けた整備

暗渠排水

畑地の総合的な整備や高収益作物の導入に向けた整備

排水路

農業水路等のきめ細かな
長寿命化・防災減災対策

（主な特徴）
●農地の集積・集約化や高収益作物の作付面積の増加割合に応じて、受益者の負担軽減が可能

畑地かんがい施設

老朽化した水路

耐震照査

暗渠排水

農業水利施設の整備や長寿命化対策に加え、畑地化・汎用化や水管理の省力化等に向けた整備に係る支援。

農業水利施設、農業集落排水施設等の農業農村インフラの管理の省力化・高度化やスマート農業の実装を図る
とともに、地域活性化を促進するための情報通信環境（光ファイバ、無線基地局等）の整備を支援。

無線基地局は地域の実状を踏まえて
適切な通信規格（LPWA、BWA、
Wi-Fi、ローカル5G等）を選定

+ 地域活性化
活性化施設の
公衆無線LAN

自動走行農機での活用

農業農村インフラの管理の省力化・⾼度化

ドローンでの活用

自動給水栓

スマート農業

スマホ管理カメラ監視

鳥獣罠センサーでの活用

頭首工
農作業
体験施設

鳥獣罠
センサー

自動給水栓

公衆無線LAN

ため池

自動走行農機

ハウス
環境計測

ドローン

集落排水

農業用ダム

農道橋

選果場

光ファイバ

居住エリア
排水機場
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「人と農地の問題」の解決

新認 地域 出融資集落営農法人 補助金等個人 その他認 税制

6 基盤整備に伴う費用負担を減らしたい

基盤整備に係る農家負担金の軽減を支援します。

【事業名：農家負担金軽減支援対策事業、経営体育成促進事業】

①の事業：最寄りの農政局、市町村、都道府県、都道府県土地改良事業団体連合会
②の事業：最寄りの農政局、市町村、都道府県、株式会社日本政策金融公庫支店
・農林水産省担当課：農村振興局土地改良企画課組織強化企画班（TEL：03-3502-6006）

対象となる方

支援内容

①農家負担金軽減支援対策事業
担い手農地利用集積率の向上や高収益作物の生産額の増加、輸出事業計画との連携が図られる土地改良
事業等の農家負担金の５／６を限度に無利子貸付を行う等、基盤整備に係る農家負担金の軽減を図る支援
を行います。
②経営体育成促進事業
基盤整備事業を契機とした農地の利用集積を図るため、土地改良区等の負担金に対して、５／６を限度に無
利子貸付を行います。
※実施する基盤整備事業等に応じて、農家負担金軽減支援対策事業は、農林水産省が選定した公募団体
から、経営体育成促進事業は、株式会社日本政策金融公庫から、それぞれ貸付を受けることが出来ます。

無利子貸付償還のイメージ
農家負担金軽減支援対策事業（水田・畑作経営所得安定対策等支援事業）

年 度

年

償

還

額

利子

元金（有利子）

元金（無利子）

基盤整備事業による費用を負担する農業者等
農家負担金軽減支援対策事業：土地改良区、市町村 等

経営体育成促進事業：土地改良区、農業協同組合 等

お問い合わせ先

②
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫

①
農
林
水
産
省
が
選
定
す
る
公
募
団
体

土
地
改
良
区
等

貸付等（無利子）

土
地
改
良
法
第
３
条
資
格
者
（
受
益
者
）

①農家負担金軽減支援
対策事業

②経営体育成促進事業

償還

償還

無利子貸付の流れ
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